
35 

 

第３章 特定健診・特定保健指導の実施（法定義務） 

１ 第四期特定健康診査等実施計画について 

 保険者は、高齢者の医療の確保に関する法律第 19 条に基づき、特定健康診査等実施計画を定

めます。 

 なお、第一期及び第二期は５年を一期としていましたが、医療費適正化計画等が６年一期に改正さ

れたことを踏まえ、第三期以降は実施計画も６年を一期として策定します。 

 

２ 目標値の設定 

図表 56 特定健診受診率・特定保健指導実施率 

  Ｒ6 Ｒ7 Ｒ8 Ｒ9 Ｒ10 Ｒ11 

特定健診受診率 38.0% 39.0% 40.0% 41.0% 42.0% 43%以上 

特定保健指導実施率 68.0% 69.0% 70.0% 70.0% 70.0% 70%以上 

 
 

３ 対象者の見込み 

図表 57 特定健診・特定保健指導対象者の見込み 

  Ｒ6  Ｒ7  Ｒ8  Ｒ9  Ｒ10  Ｒ11  

特定健診 
対象者数 19,379 人 18,314 人 17,469 人 16,676 人 16,077 人 15,221 人 

受診者数 7,364 人 7,142 人 6,987 人 6,837 人 6,752 人 6,545 人 

特定保健指導 
対象者数 633 人 614 人 600 人 587 人 580 人 562 人 

受診者数 430 人 423 人 420 人 410 人 406 人 363 人 

 

４ 特定健診の実施 

（１）実施方法 

 健診については、本市が焼津市医師会・志太医師会に委託し、特定健診実施機関において実施し

ます。 

 【焼津地区】 

①個別健診（委託医療機関） 

②集団健診（焼津市医師会館） 

 【大井川地区】 

①個別健診（委託医療機関） 

②集団健診（志太医師会検診センター） 
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（２）特定健診委託基準 

高齢者の医療の確保に関する法律第 28 条、及び特定健康診査及び特定保健指導の実施に関

する基準（以下「実施基準」という。）第 16 条第１項に基づく。 

（３）健診実施機関リスト 

受診券に特定健診実施機関を添付し、対象者へ送付します。また、焼津市のホームページに一

覧を掲載します。 

  （参照）URL：http//www.city.yaizu.lg.jp  

（４）特定健診実施項目 

   特定健診は、内臓脂肪型肥満に着目した生活習慣病予防のための国が定めた項目に加え、本

市では、HbA1c・血清クレアチニン・尿酸・尿潜血・心電図を実施します。 

   また、血中脂質検査のうち LDL コレステロールについては、中性脂肪が 400mg/dl 以上、又は食

後採血の場合には、Non-HDL コレステロールの検査を LDL コレステロールの検査したものとみな

します。（実施基準第１条第４項） 

 

図表 58 焼津市特定健診検査項目 

焼津市特定健診検査項目

焼津市 国

身長 ○ ○

体重 ○ ○

BMI ○ ○

腹囲 ○ ○

収縮期血圧 ○ ○

拡張期血圧 ○ ○

AST(GOT） ○ ○

ALT(GPT） ○ ○

γ-GT(γ-GTP） ○ ○

空腹時中性脂肪 ● ●

随時中性脂肪 ● ●

HDLコレステロール ○ ○

LDLコレステロール

(Non-HDLコレステロール）

空腹時血糖 ● ●

HbA1c ○ ●

随時血糖 ● ●

尿糖 ○ ○

尿蛋白 ○ ○

尿潜血 ○

ヘマトクリット値 ○ □

血色素量 ○ □

赤血球数 ○ □

心電図 ○ □

眼底検査 □ □

血清クレアチニン(eGFR） ○ □

尿酸 ○

○･･･実施項目、□･･･医師の判断に基づき選択的に実施する項目、●･･･いずれの項目の実施で可

○

血糖検査

尿検査

血液学検査

(貧血検査）

その他

○

健診項目

身体測定

血圧

肝機能検査

血中脂質検査

 

 

（５）実施時期 

  毎年度、５月から翌年３月末まで実施します。 
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（６）かかりつけ医との適切な連携 

特定健診は、医療機関で治療中の者であっても受診対象者となることから、かかりつけ医から

本人へ健診の受診勧奨を行っていただくよう、医療機関へ十分な説明を行います。 

また、本人同意のもとで、保険者が診療における検査データの提供を受け、特定健診結果のデ

ータとして円滑に活用できるよう、かかりつけ医の協力及び連携を行います。 

（７）代行機関 

特定健診に係る費用の請求・支払い代行は、静岡県国民健康保険団体連合会に事務処理を委

託します。 

（８）健診の案内方法・健診実施スケジュール 

   特定健診の受診率を高めるためには、対象者に認知してもらうことが不可欠であることから、対

象者が受診しやすい体制・環境づくりを進めます。また、特定健診の案内の送付に関わらず、医療

保険者として加入者に対する周知を図るため、窓口や健康教育、保健委員活動などあらゆる機会

を通じ、年間通して広報活動を行います。 
 

図表 59 特定健診実施スケジュール 

前年度 当該年度 翌年度

４月

医師会との契約

健診対象者の抽出

受診券発送準備

（当該年度の特定保

健指導の実施）

５月
受診券発送

（受診券が対象者に届き次第）特定健診の開始

６月
              （健診データ受け取り、対象者通知）

       国保連合会を通じて費用決済の開始

７月

８月      （特定保健指導の実施）

９月

10月

11月

12月

１月

２月

３月
予算確保

契約準備
当該年度特定健診終了

契約に関連する

予算編成準備

 

５ 特定保健指導の実施  

特定保健指導の実施については、保険者が直接実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇第4期(2024年以降）における変更点
特定健康診査・特定保健指導円滑な実施に向けた手引き(第4版）

特定保健指導
の見直し

（１）評価体系の見直し

　特定保健指導の実施評価にアウトカムを導入し、主要達成目標を腹囲２㎝・体重２kg減とし、生活
習慣病予防につながる行動変容や腹囲１㎝・体重1kg減をその他目標として設定した。

(2)特定保健指導の初回面接の分割実施の条件緩和

　特定保健指導の初回面接は、特定健康診査実施日から1週間以内であれば初回面接の分割実施
として取り扱えるよう条件を緩和することとした。

(3)糖尿病等の生活習慣病に係る服薬を開始した場合の実施率の考え方

　特定健康診査実施後又は特定保健指導実施後に服薬を開始した者については、実施率の計算に
おいて、特定保健指導対象者として、分母に含めないことを可能とした。

(4)糖尿病等の生活習慣病に係る服薬中の者に対する服薬状況の確認及び特定保健指導対象者か
らの除外

　服薬中の者の特定保健指導対象者からの除外に当たって、確認する医薬品の種類、確認手順を
保険者があらかじめ定めている場合は、専門職以外であっても対象者本人への事実関係の再確認
と同意の取得を行えることとした。

(5)その他の運用の改善

　看護師が特定保健指導を行える暫定期間を第4期期間においても延長することとした。

特定健康診査・特定保健指導の円滑な実施に向けた手引き（第 4 版）より 



38 

 

（１）健診から保健指導実施の流れ 

「標準的な健診・保健指導プログラム（令和６年度版）」様式５-５をもとに、健診結果から保健指導

対象者の明確化、保健指導計画の策定・実践評価を行います。 

 

図表 60 健診から保健指導へのフローチャート（様式５-５） 

 

 糖尿病等生活習慣病予防のための健診・保健指導

★特定健診・特定保健指導実施率は、
　 法定報告値より入力

人 人

人

0.0% （V/K+L） 0.0%
人

0.0% （Z/P）

人 0.0% （Y/O）

（W/M） 0.0% （X/N）

人

人 人

人

人436 人 136

6.9% （O/E） 2.1% （P/E）22.2% （K/E） 33.4% （L/E） 16.8%

人

66.9 ％

（M/E） 18.5%

人 1,172 人

（N/E）

1,405 人 2,117 人 1,066

595 人

9.4% （R/E）

6,563 人

5,938 人 3,522

12,501 人 6,332 人 35.0%

人 2,810

18.6%

18,833 人

1,180

（Q/E）

人

令和4年度

18,833 人 37 人

様式5-5

*対象となる生活習慣病の病名と治療

①糖尿病

②インスリン療法

③高血圧症

④脂質異常症

⑤高尿酸血症

⑥肝障害

⑦糖尿病性神経障害

⑧糖尿病性網膜症

⑨糖尿病性腎症

⑩痛風腎

⑪高血圧性腎臓障害

⑫脳血管疾患

⑬脳出血

⑭脳梗塞

⑮その他の脳血管疾患

⑯虚血性心疾患

⑰動脈梗塞

様式5-5
健診から保健指導実施へのフローチャート

様式5-5

被保険者台帳

40歳～74歳の被保険者を抽出

A

B健診対象者

健
康
診
査

保
健
事
業
対
象
者
の
明
確
化

保
健
事
業

評
価
Ｃ
※

保
健
事
業
の

改
善
Ａ

年１回受診

★特定健康診査の実施

健診未受診者 健診受診者

D E

他の健診等の
結果の提出者

C

★特定健診の受診率

メタボ該当者

メタボ予備群

Q

R

F

健診受診情報とレセプトを突合

治療なし 生活習慣病
治療中＊

生活習慣病
治療中＊

G
H I

情報提供

特定保健指導

O P

動機付け支援 積極的支援

★特定保健指導実施

S

特定保健指導以外の対象者

情報提供
（受診の必要性を含む）

M N

受診必要 受診不必要

レベル2

未受診者対策 医療との連携 医療との連携

◆医療機関を受診する必要性
について通知・説明
◆適切な生活改善や受診行動
が自分で選択できるよう支援

特定保健指導特定保健指導以外の
保健指導

◆健診結果の見方につ
いて通知・説明

◆対象者の特徴に応じた行動
変容を促す保健指導の実施
◆行動目標・計画の策定
◆健診結果により、必要に応じ
て受診勧奨を行う

◆特定健診の受
診勧奨（例：健診
受診の重要性の
普及啓発、簡易
健診の実施によ
る受診勧奨）

◆かかりつけ医と保健指導実施者との
連携
◆学習教材の共同使用
◆医療機関における診療報酬上の生
活習慣病管理料、栄養食事指導料の
積極的活用
◆治療中断者対策及び未受診者対策

未受診なのでレベル
が未知のグループ

次年度の特定健診の受診

次年度の特定健診未受診

又は結果未把握※

かかりつけ医と連携し
た対応

T

U

V

個別に働きかけを行った
人の数

W

実施者数

X

動機づけ支援実施（利用）者数

積極的支援実施（利用）者数

Y

Z

レベルX レベル4 レベル3 レベル1

レベル2

使 用 す る 学 習 教 材 の 選 択

健診データをもとに特定保健指導個別
支援計画を作成

※次年度のメタボ該当者 ・予備群 、糖尿病等の有病者・予備群の評価（改善/悪化）、データの改善、リスク数の減少Q' R'

支 援 方 法 の 検 証 、 改 善 策 の 検 討（ポピュレーションアプローチとの連携含む）

J

生活習慣病
治療なし

健診結果の判定

必要に応じて主治医の指示のもと、
保健指導が行われるよう調整

分析

特定保健指導の対象者

L及びMについては、標準的な健診・保健指導プログラム【平成30年度版】P2-52
（別紙5）「健診検査項目の保健指導判定値及び受診勧奨判定値」1～13の受診
勧奨判定値以上、尿蛋白＋以上が1項目でも該当した場合に計上

※生活習慣病

高血圧症・糖尿病・脂質異常症（質問票の回答結果による）

レベル3

レベル4

良

生活習慣病のコントロール

不良

K L

レベル1

ヘルサポートラボツールより 
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（２）要保健指導対象者の見込み、選定と優先順位・支援方法 

 

図表 61 要保健指導対象者の見込み 

優先

順位

様式

5-5
保健指導レベル 支援方法

対象者数見込

(受診者の○%)
目標実施率

572人

(9.0%)

1,066人

(16.8%)

1,172人

(18.5%)

3,522人

(55.6%)

70%

HbA1c6.5％以上

については

100％

100%

100%

100%

12,501人

情報提供

(受診必要）

◆医療機関を受診する必要性について

通知・説明

◆適切な生活改善や受診行動が自分

で選択できるよう支援

1

5 I 情報提供

◆かかりつけ医と保健指導実施者との

連携

◆学習教材の共同使用

◆医療機関における診療報酬上の生活

習慣病管理料、栄養食事指導料の積極

的活用

◆治療中断者対策及び未受診者対策と

してのレセプトと健診データの突合・分

析

Ｏ

P

特定保健指導

Ｏ：動機付け支援

Ｐ：積極的支援

◆対象者の特徴に応じた行動変容を促

す保健指導の実施

◆行動目標・計画の策定

◆健診結果により、必要に応じて受診

勧奨を行う

4 Ｎ 情報提供 ◆健診結果の見方について通知・説明

2 Ｍ

3 Ｄ 健診未受診者

◆特定健診の受診勧奨(例：健診受診

の重要性の普及啓発、簡易健診の実施

による受診勧奨）
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（３）生活習慣病予防のための健診・保健指導の実践スケジュール 

目標に向かっての進捗状況管理とＰＤＣＡサイクルで実践していくため、毎年年間実施スケジュー

ルを作成し実施していきます。（図表 62） 

 

図表 62 健診・保健指導年間スケジュール 

特定健康診査 特定保健指導 その他

４月

対象者の抽出

受診券の発送準備

委託契約の締結

特定健康診査をはじめとした各種健

診の広報（必要時）

５月
受診券の送付

健診の開始

（随時、健診データの

受け取り後） がん検診等の開始

６月
対象者に利用券の通知

保健指導開始 国保連合会を通じて費用決裁の開始

７月

８月

９月

前年度特定健診・特定保健指導実績

報告終了

未受診者へ個別勧奨

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月 健診の終了  
 

６ 個人情報の保護 

（１）基本的な考え方 

 特定健康診査・特定保健指導で得られる健康情報の取扱いについては、個人情報保護法を踏まえ

た対応を行います。 

 また、特定健康診査を外部委託する際は、個人情報の厳重な管理や目的外使用の禁止等を契約

書に定めるとともに、委託先の実施状況を管理します。 

（２）特定健診・保健指導の記録の管理について 

 特定健康診査・特定保健指導の記録の管理は、特定健康診査等データ管理システムで行います。 

 

７ 結果の報告 

 特定健康診査・特定保健指導の実績報告については、国保連が特定健診等データ管理システム

から実績報告用データを作成し、健診実施年度の翌年度の 11 月１日までに国に報告します。 

 

８ 特定健康診査等実施計画の公表・周知 

 高齢者の医療の確保に関する法律第 19 条第３項（保険者は、特定健康診査等実施計画を定め、

又はこれを変更したときは、遅延なく、これを公表しなければならない）に基づく計画は、本市ホーム

ページ等への掲載により公表、周知します。 


